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臨 時 国 会  開 会 

【第 187 回臨時国会 内閣提出（予定）主要法案】 
○まち・ひと・しごと創生法案 ○裁判員法改正法案 
○地域再生法改正法案 ○災害対策基本法改正法案 
○女性の職業生活における活躍推進法案 
○国家戦略特区法・構造改革特区法改正法案 
○労働者派遣法改正法案 ○景品表示法改正法案 
○感染症予防法改正法案 ○風俗営業法改正法案 
○犯罪収益移転防止法改正法案 ○銃刀法改正法案 
○東京オリンピック・パラリンピック特措法案 
○日本環境安全事業株式会社法改正法案 
○官公需法改正法案 ○関税暫定措置法改正法案 
○統一地方選挙臨時特例法案  等 29 件（9/29 現在） 

２０１５年度予算概算要求・各府省庁主要政策 

9 月 29 日、第 187 回国会（臨時会）が開会しました。
会期は 11月 30 日までの 63 日間です。 
内閣改造・党役員人事を経て、新しい布陣で臨む初め

ての国会となります。福井県に関係する女性 3名（山谷
えり子拉致問題等担当大臣、稲田朋美政調会長、高市早
苗総務大臣）が新しく大臣・党役員に就任されました。 
私は衆議院政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関

する特別委員長を拝命いたしました。また、党において
は、引き続き資源・エネルギー戦略調査会長と農林水産
流通・消費対策委員長の重責を担うこととなりました。 
右記の通り、重要な法案の提出が予定されています。

国会での審議を通じ、職務に一層精励してまいります。 
 

 

平成２７年度一般会計概算要求・要望額 単位：億円

概算要求額 要望額 計

皇室費 61 57 8 65 3
国会 1,375 1,386 - 1,386 11
裁判所 3,111 3,109 68 3,177 67
会計検査院 170 169 7 176 6
内閣・内閣本府等 8,356 7,851 1,394 9,245 889
警察庁 3,213 3,148 259 3,407 194
総務省 169,127 168,670 435 169,105 △ 22
（うち地方交付税交付金等） (161,424) (160,972) - (160,972) (△453)
法務省 7,299 7,165 467 7,632 333
外務省 6,661 6,285 1,095 7,380 719
財務省 23,232 22,227 920 23,147 △ 86
文部科学省 53,627 50,585 8,446 59,031 5,404
厚生労働省 307,430 314,246 2,443 316,688 9,258
農林水産省 21,555 20,465 4,010 24,475 2,920
経済産業省 9,807 8,665 2,311 10,976 1,168
国土交通省 59,215 53,847 14,626 68,474 9,259
環境省 3,043 3,012 647 3,659 616
防衛省 48,838 48,921 1,624 50,545 1,708

小計
（基礎的財政収支対象経費）

726,121 719,809 38,758 758,567 32,446

国債費 232,702 258,238 - 258,238 25,537

合計 958,823 978,047 38,758 1,016,806 57,983

所管
前年度
予算額

平成27年度 比較増
△減額

各府省庁が提出した来
年度予算の概算要求が出
そろいました。各府省庁別
の一般会計の要求・要望額
は左表のとおりです。 
概算要求を基に、年末に

向けて精査され、閣議決定
を経て、国会での本格的な
予算審議となります。 
各府省庁の来年度の地

域活性化を中心とした主
要政策概要を紹介します。 
【内閣官房・内閣府】 
○女性の活躍、少子化対策
等（男女共同参画社会の実
現・共生社会の形成等） 
○防災対策の充実、原子力
防災対策の充実・強化（原
子力発電施設等緊急時安
全対策交付金事業による
原発周辺住民等の安全の
確保の為の事業の実施） 
○地域活性化の推進（地域
再生基盤強化交付金を活
用した支援、地域再生戦略
交付金の創設） 
【金融庁】 
○地域密着型金融の促進
（地域金融機関による中 

小企業の事業承継支援の普及促進） 
【消費者庁】 
○地域の現場における対応力の強化(地域消費者行政
活性化交付金、国民生活センターの教育研修事業の充
実・強化等) 
【復興庁】 
○住宅再建・復興まちづくり、産業・生業の再生 
○原子力災害からの復興・再生 ○被災者支援 
○「新しい東北」先導モデル事業等 
【法務省】 
○総合法律支援の充実強化（国選弁護関連業務、民事
法律扶助業務等。DV・ストーカー等被害者に対する法 

的支援の強化等） 
【外務省】 
○アベノミクスを後押しする経済外交の推進（経済連
携交渉の同時並行推進、在外公館での日本製品・産品
紹介等海外における日本企業の活動支援強化等） 
【財務省】 
○地域の若者・女性の創業環境整備に向けた創業融資
制度強化経費、創業等の信用保険事業財務基盤強化 
【文部科学省】 
○地域産業人材育成（地元企業等と密接に連携・協力
し、地域産業を創り支える人材育成の推進）から、地
域発イノベーション（地域の課題解決に向けた活動支 
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援、地域固有ビジョンに基づく地域発イノベーション
創出）まで一気通貫で取組を実施 
○スポーツによる地域活性化 
○安心して子供を育て活躍できる環境の実現 
【厚生労働省】 
○女性・若者等活躍推進（女性活躍推進加速化助成金、
放課後児童対策充実、若者・高齢者・障害者の活躍推
進、「地域しごと創生プラン」の推進等） 
○健康長寿社会の実現（予防・健康管理推進、質の高
い医療・介護サービス体制の構築、医療関連産業の活
性化、安心できる年金制度の確立等） 
【農林水産省】 
○農林水産物・食品の高付加価値化等の推進（６次産
業化の推進、薬用作物等地域特産作物産地確立支援等
医福食農等異業種との連携推進等） 
○輸出促進（輸出戦略の実行体制の強化、輸出総合サ
ポートプロジェクト、輸出対応型施設整備等） 
○人口減少社会における農山漁村の活性化（再生可能
エネルギーの導入促進、都市と農山漁村の共生・対流
策、鳥獣被害防止対策の推進等） 
【林野庁】 
○山村振興交付金（山村の雇用・所得の創出に向け、
未利用資源の活用や山村景観等を活かした地域の魅力
づくり等の取組の支援） 
【水産庁】 
○加工・流通・輸出促進（EU・HACCP 等に対応した水 
 
 

産加工・流通施設の改修、販売ニーズ・産地情報の共
有化、国産原材料利用水産加工業者経営安定化等） 
○漁村の活性化（「浜の活力再生プラン」の策定・実行、
漁村の多面的機能発揮のための取組、防災・減災等） 
【経済産業省・資源エネルギー庁・中小企業庁】 
○人口減少下での地域経済再生（地域資源を活用した
地域全体のブランド化（試作開発・販路開拓の支援）、
商店街振興への補助、地域分散型再生可能エネルギー
の推進、ベンチャーの創出、創業・第二創業の促進） 
○第 4 次エネルギー基本計画実現（再生可能エネルギ
ーの最大導入、水素社会の実現、省エネの徹底推進等） 
【国土交通省】 
○地域創生、人口減少克服（整備新幹線の着実な整備、
公共施設・空間を活用したビジネス・雇用機会の創出、
子育て支援・福祉政策と連携した住宅等の整備促進等） 
○防災・減災、老朽化対策（地域における総合的な防
災・減災対策、老朽化対策等に対する集中的支援（防
災・安全交付金）） 
【観光庁】 
○観光地域づくり支援（地域資源を活用した観光地魅
力創造、観光地ビジネス創出総合支援、観光地域ブラ
ンド確立支援） 
【環境省】 
○地域主導の循環共生型都市づくり・街づくりの推進
（「低炭素・循環・自然共生」地域創生実現プラン策定、
廃棄物発電の高度化支援事業等） 
 

【総務省】平成 27 年度 主要政策 

元気をつくる 
活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 
①「地域元気創造プラン」による地域からの成長戦略 
・ローカル 10,000 プロジェクト 
地域資源と資金を活用した雇用吸収力の大きい地域

密着型企業の 1 万事業程度立ち上げる。また、公共施
設のオープン・リノベーションにより、地域の事業者
のビジネス拠点等を創出し、「若い完成」で公共施設を
再生する（コストを利益に）。 
・分散型エネルギーインフラプロジェクト 
電力小売り自由化で開放される 7.5 兆円の市場を地

域経済拡大につなげるため、「地域特性を活かしたエネ
ルギー導入計画」を策定し、地域エネルギー企業の立
ち上げを支援。 
・地域全体の経済性の向上 
産・学・金・官連携の下、起業の新陳代謝と併せて、

地域の経済構造改革等のロードマップを策定。 
②地域の自立促進 
・ワンストップ支援窓口の設置や全国フェア開催等地
方への移住・交流の推進 
・「地域おこし協力隊全国サミット」の開催等地域への
人材還流の促進 
新たなイノベーションを創出する ICT 成長戦略の推進 
①ICT による地域活性化 
農業・医療・教育・防災・交通等の分野での ICT によ
る地域の成長への貢献、地域 ICT 基盤整備等 
②ICT 共通基盤の実現 
ビッグデータ・オープンデータの活用、世界最高レベ
ルの ICT 基盤の実現 
③ひと 
女性の活躍支援（テレワーク環境拡大によるワークラ
イフバランス確立）、「異能 vation」プログラム等推進 
命をまもる 
東日本大震災からの復興の着実な推進 

災害に備えた国民の命を守る消防防災行政の推進 
①緊急消防援助隊の大幅増隊、充実強化、連携活動能
力向上、常備消防体制の充実強化 
②消防団を中核とした地域防災力の充実強化 
消防団への若者・女性等の加入促進、装備・訓練の強
化、自主防災組織等の充実強化 
便利な暮らしをつくる 
国民本位の電離行政の実現と番号制度の導入 
①行政の ICT 化の推進 
②個人番号制度の導入、個人番号カードの利活用促進 
みんなの安心を守る 
ICT の安心・安全の確保 
①サイバーセキュリティの強化 
②安心・安全な ICT 利用環境の整備 
パーソナルデータの適正な利活用促進（プライバシー
の適切な保護とデータの利活用推進の両立のためのデ
ータの処理・加工・保存の安全確保技術の実証を実施） 
③放送ネットワークの強靭化 
民放ラジオ難聴の解消の推進、放送及びケーブルテレ
ビネットワークの災害対策等の推進 
④災害情報共有システム（Lアラート）の高度化 
G 空間防災システムと Lアラートの連携推進 
郵政民営化の着実な推進 
①郵政事業の新たな展開とユニバーサルサービス確保 
郵政三事業のユニバーサルサービスが着実に提供され
るよう指導・監督、日本型郵便インフラ海外展開 
国の仕組みをつくる 
効率的で質の高い行政の実現 
①公的統計の体系的整備、国勢調査（オンライン調査
の全国展開）、統計オープンデータの高度化 
②投票しやすい選挙制度づくりの推進 
不在者投票用紙のオンライン請求、期日前投票利便性
向上、主権者教育の推進 
地方分権改革の推進 
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